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背景 

 

2011 年 3 月 31 日、国家税務総局は 25 号公告の方式で「企業資産損失の企

業所得税の税前控除に関する管理弁法」を公布した（以下「新弁法」）。新弁法

は 2009 年に公布された「企業資産損失の税前控除に関する管理弁法」（以下

「旧弁法」）に取って代わった。新弁法の公布により、資産損失の範囲が拡大さ

れ、資産損失の事前承認制度は廃止され、一部の状況における証拠資料の条

件も簡素化された。国家税務総局は資産損失控除規定の遵守を自ら管理する

ことを前提として企業により多くの自主権を与えた一方で、企業に対する税務

調査の権限は留保している。調査に関わる人的資源の再配分により、税務機

関はハイリスクな対象企業または領域に対する税務調査に集中できるようにな

った。 
 
新弁法は 2011 年 1 月 1 日から施行され、同時に旧弁法及び国税函「2009」
772 号、国税函「2010」196 号は廃止された。新弁法は 2011 年 12 月 31 日に

終了する納税年度及びそれ以降の納税年度に適用される。 
 
新弁法の主な内容及び KPMG の所見は以下の通りである。 

 
1．資産の範囲 
 
新弁法の公布により資産の範囲が拡大した。売掛金/前払金の下位勘定科目

に、新弁法は他社のための立替金及び関係会社間の売掛金/買掛金を追加し

た。また、新しいカテゴリーとして無形資産を追加している。これらの新しい資産

資産損失に関する新規定により税前控除（損金）手続は簡素化、但し

税務調査リスクは増加   
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損失は元々、企業所得税法においても認められてきた損失であるが、新弁法

はこれらの資産損失の控除手続及び証拠資料の提出に対して、具体的な指針

を提供している。 
 
新弁法第 50 条によると、新弁法で規定されていない資産損失事項であっても、

企業所得税法及びその実施条例等の法律・法規の規定に合致していれば、企

業は税務機関へ控除申請することができる。 
 

2．資産損失の定義 
 
新弁法は控除可能な資産損失を以下の 2 つの類型に分類している。 
 
・実際資産損失 
 
新弁法に規定されている資産を実際に廃棄、譲渡する際に生じた合理的な損

失である。 
 
・法定資産損失 
 
実際に廃棄、譲渡していないにもかかわらず、57 号文及び新弁法の規定条件

で算定・認識された損失である。例えば 3 年以上、未回収の売掛金が該当す

る。 
 
旧弁法は損失の「実際発生」及び「実際認識」の区別を概略的に言及して、詳

細な解釈を行っていなかったが、この 2 種類の損失は基本的に新弁法におけ

る実際資産損失と法定資産損失に対応している。新弁法はこの 2 種類の損失

について正式に定義を行った。 
 

3．損失控除の期限 
  
新弁法によると、実際資産損失は、それが実際に発生した年度に控除しなけ

ればならない。法定資産損失は、企業が主管税務機関に証拠資料を提供し、

その資産損失が法定資産損失の認識条件に合致していることを証明した年度

に控除しなければならない。2 つの状況とも、会計上の損失処理が行われてい

ることを前提としている。 
 
旧弁法と異なり、新弁法は資産損失の会計処理を税前控除の前提条件として

いる。 
 
旧弁法は、企業に対し資産損失が実際に認識され、或いは実際に発生した年

度に控除するよう要求し、「控除の繰上及び繰延」を認めていなかった。新弁法

はこの規定を廃止したが、実質的には引続き適用している。これは企業所得税

法が発生主義原則に基づき納税所得額を計算するように要求しているからで

ある。 
 
過年度に発生したが、その年度に税前控除していない資産損失について、新

弁法は納税人による追加控除及び税金還付の申請期限を明確にした。即ち、

追加控除の申請期間は原則的に 5 年を超えてはならないとした。特殊な場合、

国家税務総局の承認により追加控除の申告期限の延長が可能である。 
 
ここでいう特殊な場合には、以下の状況が含まれる。 
 
・計画経済体制からの転換期において企業に遺留している資産損失 
 
・上場に向けての企業の組織再編過程において生じた権利紛争によって適時

に控除できなかった資産損失 
 
・国家政策の任務引受によって生じた資産損失 
 

 
新弁法の主な変更の一覧表 
 

1. 資産範囲を拡大し、無形資

産を新しく追加した。 
2. 実際資産損失と法定資産損

失を区別した上、両者とも控

除可能にした。 
3. 資産損失に対する会計処理

の完了が要求されるように

なった。 
4. 事前承認が廃止され、専項

申告によって代替された。 
5. 企業の損失控除認識期限

を、通常 5 年までと明確化し

た。 
6. 地域を跨る経営の場合、本

社の主管税務機構へ申告す

ることが要求された。 
7. 証拠資料として、第三者によ

る技術鑑定及び特別報告書

を要求するようになった。 
8. 一部の資産損失の証拠資料

が簡素化された。 
9. 関連当事者間取引による損

失に関して、特別報告書の

提出により控除可能になっ

た。 
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・国家政策の不明確性によって生じた資産損失 
 
しかし、法定資産損失については、必ず損失の申告年度に控除を行わなけれ

ばならない。 
 
税収徴収管理法第 51 条の規定によると、納税人は税金の納付日から 3 年以

内に税金の過払を発見した場合、税務機関に過払額及び銀行に同期間預け

た場合に受取ることができた利息の返還を求めることができる。したがって、新

弁法では5年又は5年以上の期間内の追加控除の申請が認められているにも

かかわらず、利息に関しては恐らく決済日から3年以内の追加控除の申請しか

認められないと思われる。実務上、主管税務機関に確認することを薦める。 
 

4．控除申告手続 
 
新弁法は資産損失の控除に当たって税務機関による事前承認規定を廃止した。

旧弁法において、一部の資産損失は自ら計算・控除できたが、原則的に控除

に当たって事前承認が必要であった。それに対して、新弁法では全ての資産損

失について事前承認の必要性がなくなり、要求される資産損失に関する証拠

及び情報を税務機関に提出すれば済むようになった。但し、一部の資産損失

についてはその他の資産損失より更に詳細な情報が要求されている。 
 
新弁法における申告は「清単申告」と「専項申告」の 2 種類に分けられる。清単

申告に属する資産損失について、企業は会計勘定科目ごとに分類・集計し、税

務機関の調査に備え、関連する会計及び税務情報を残さなければならない。

専項申告に属する資産損失について、企業はそれぞれの件別に会計処理資

料及びその他の関連納税資料を添付し、件別に申告を行わなければならな

い。 
 
資産損失の性質から見ると、新弁法における清単申告及び専項申告は基本的

に旧弁法における自己計算控除と事前承認に対応している。通常、清単申告

は一般の生産経営活動において生じた資産損失に適用され、専項申告はその

他の資産損失に適用される。企業が申告類型に関して疑問がある場合、専項

申告を選択すればよい。 
 
旧弁法の自己計算控除に対する要求と比べ、新弁法は資産損失の清単申告

に際してより多くの判断を要求している。例えば、非貨幣性資産の除却及び譲

渡において生じた損失については、公正価値による取引であれば、清単申告

が認められている。また、債権、証券、先物、ファンド及びデリバティブ商品取

引において生じた損失については、公正な市場取引の原則による取引の場合

に限り、清単申告が認められる。また、旧弁法と比べ、新弁法は省級主管税務

機関と地方税務機関との選択権、つまり地域を跨り経営活動を展開している企

業が控除申告時にどの地方税務機関を選択するかについての決定権限を縮

小した。新弁法によると、支店はその主管税務機関へ申告すると同時に、本社

を通じ本社の主管税務機関へ申告を行わなければならない。それに対して、旧

弁法では損失金額によって、省級主管税務機関は地方税務機関へ承認権限

を委譲することができた。但し、地域を跨る資産譲渡において生じた資産損失

については、新旧弁法とも本社の主管税務機関へ申告することを要求してい

る。 
 
新弁法において、清単申告と専項申告は企業所得税の年度申請時に同時に

行うことが認められる。もし特殊な原因で専項申告の資料を適時に提供できな

いならば、主管税務機関へ提出期限の延長を申し立てることができる。 
 
税務機関は清単申告及び専項申告に対する税務調査の権利を留保しており、

虚偽、違法な資産損失を発見した場合、課税所得を調整することができる。 
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5．資産損失の証拠資料 
 
一般の資産損失については、新旧弁法とも 57号文で規定されている内部証拠

及び外部証拠を要求している。新旧弁法における内部・外部証拠の範囲に関

する規定はほぼ同様である。 
 
特定の資産損失については、新旧弁法は貨幣資産損失、非貨幣資産損失及

び投資損失のそれぞれに異なる証拠資料の要求をしている。新弁法では、「そ

の他資産損失」という新しいカテゴリーを追加している。 
 

 
5.1 貨幣資産損失 
 
新旧弁法とも、貨幣資産損失を現金損失、銀行預金損失及び売掛金/前払金

損失等に区分している。 
 
旧弁法は現金損失及び銀行預金損失に対して具体的な定義を与えているの

に対して、新弁法では現金損失に対する定義はなく、銀行預金等の資産損失

は金融機関の解散等による清算によって生じたものであることだけ説明してい

る。明確な定義の欠如により、現金及び銀行預金等の資産損失の認識に当た

り税務機関と納税者に判断の柔軟性を与えると同時に不確実性も増大させる

結果となっている。 
 
新弁法においては、金融機関によって発行された偽札受取証明書も現金損失

の証拠資料として認められるようになった。また、金融機関の清算が 3 年を超

過する場合、企業が裁判所或いは破産清算管理者によって発行された清算未

完了証明書を提出すれば、関連する銀行預金等の資産損失を認識することが

できる。 
 
売掛金/前払金損失について、新弁法は旧弁法と大きく変わっていない。新弁

法は損失の証拠となる関連契約書、協議書及び説明書の提出を要求している。

債務再編によって損失が生じた企業は申告に当たって、債務者の債務再編利

益の納税状況に関する説明書を提供しなければならない。実務上、債権者が

債務者の税務処理をコントロールすることができないから、この規定は債権者

に重い管理負担をもたらすことになるであろう。 
 
新弁法は更に自然災害、戦争等の不可抗力によりもたらされた売掛金/前払金

損失に対する規定を追加した。控除申告には、債務者の被災状況についての

説明及び債権放棄の声明書を提出しなければならない。 
 
3 年以上未回収の売掛金損失について、新弁法は債権者に以下の条件を要

求していないことに留意すべきである。 
 
・法的に有効な取立/交渉の記録 
 
・債務者の支払不能、3 年連続の赤字または 3 年連続の経営停止に関する証

明書 
 
・3 年以上、当該企業と取引がないことの証明書 
 
但し、新弁法は売掛金の会計上の損失処理を要求している。また、損失処理

する企業は法定資格がある仲介機構によって発行された損失に関する特別報

告書を提出しなければならない。 
 
少額売掛金損失に関して、新弁法は明確に規定したが、ここに少額とは、売掛

金 1 件の総額が 5 万元を超えていないもの、または損失を計上する企業の年

度収入総額の 1 万分の一以下であるものを指す。この少額売掛金の未回収期

間が 1 年以上、かつ会計上、損失処理済みの場合、企業は損失控除すること
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ができる。但し、法的資格がある仲介機構によって発行された特別報告書を提

出し、当該控除をサポートしなければならない。 
 

5.2 非貨幣資産損失 
 
新旧弁法とも、非貨幣資産損失を棚卸資産損失、固定資産損失、建設仮勘定

損失及び生産性生物資産損失等に分類している。新弁法は更に無形資産損

失を非貨幣資産損失の範囲に追加した。 
 
非貨幣資産について、新旧弁法における主要な差異は以下のとおりである。 
 
・損失控除の証拠として、新弁法が要求しているのは「課税基礎原価」で、旧弁

法が要求しているのは「帳簿原価」である。新弁法の規定は企業所得税法にお

ける棚卸資産及び資産に対する規定と同じで、税法との統一性を実現した。 
 
・旧弁法と比べ、新弁法はより法的資格がある専門組織によって発行された専

門技術鑑定意見を重視している。 
 
・多くの状況において、新弁法では法的資格がある仲介機構によって発行され

た特別報告書が要求されるようになった。 
 
・特に責任者または保険者によって賠償が行われている状況において、新弁

法は損失発生の責任認定文書を重視している。 
 
・多くの状況において、新弁法は具体的な証拠に対して詳細な要求を廃止した。

例えば、車両、エレベーター等の点検、検査報告書等は不要となった。 
 
新カテゴリーである「無形資産」について、新弁法が規定している無形資産損

失は、無形資産が他の新技術によって代替され、または法律保護の期限切れ

になったことによる損失を指す。無形資産損失を控除するには、企業は当該資

産が既に使用価値と譲渡価値がなくなり、かつ未だに完全に償却されていない

ことを証明しなければならない。 
 
新弁法は無形資産損失控除を行う企業に対して、以下の資料の提出を要求し

ている。 
 
・会計情報 
 
・企業内部の承認/証明書類及び関連状況の説明書 
 
・技術鑑定意見書及び無形資産が既に使用価値と譲渡価値を有していないこ

とを証明する企業法定代表者、主要責任者と財務責任者によって署名された

声明書 
 
・無形資産の法律保護期間に関する書類 
 
5.3 投資損失 
 
新旧弁法とも、投資損失を債権投資損失と持分投資損失に分類している。 
 
旧弁法においては、「国家規定によって貸付業務に従事することが認められる

企業以外、直接の資金貸付行為による損失」は控除できないと規定していた。

新弁法は当該規定を廃止したことから、表面的には、新規定においてこれらの

損失が控除できるようになったといえる。この変更は規定を現実の状況に合致

させるためとの解釈がある。即ち、貸付行為が経営範囲に含まれていないにも

かかわらず、企業が課税所得を計算する際、利息収入及び債権性投資の譲渡

収入を含めなければならない。それに対応して関連コスト及び損失も控除でき

るわけである。この変更に対する別の解釈は、新弁法第 46 条第 5 款において

既に上記について控除できない損失が含まれており、単独に当該損失を列挙
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する必要がないということである。第 46 条第 5款は、企業が非経営活動による

債権損失を控除できないことを規定している。実務上、この問題については事

前に主管税務機関の意見を求めることを勧める。 
 
5.3.1 債権投資損失 
 
新弁法は債権投資損失の証拠資料の条件を大幅に簡素化した。企業が債権

投資損失を控除する際、通常、債権投資の原始証憑、契約書または協議書、

会計資料等の提供が要求されている。 
 
旧弁法と同じく、新弁法は以下の状況においてより具体的な提出資料を規定し

ている。 
 
・債務者が法律による破産宣告、休業、解散または登録抹消、営業ライセンス

取消、失踪または死亡の場合 
 
・債務者が自然災害または事故に遭遇した場合 
 
・債務者が法律責任を負った場合 
 
・債務者に対する訴訟、仲裁の申入れ、人民法廷が強制執行したが弁済可能

な資産がない、人民法院が不受理または支持を拒否した場合 
 
・国務院が債権放棄を承認した場合 
 
新弁法はクレジットカード損失及び金融機構の学生ローン損失に対する特別な

資料要求を廃止し、債権投資損失についての一般的な証拠資料要求となっ

た。 
 
債務者の破産、休業、解散または登録抹消、営業ライセンスの取消、失踪また

は死亡の状況で提示すべきである資産清算証明書または遺産清算証明書が

提出できなくても、特定の状況において、新弁法は債権投資損失の控除を認

めている。具体的には、新弁法第 40 条第 1 款によると、上記の損失控除をす

るには、企業は債務者の破産、休業、解散証明書、登録抹消書類、工商行政

管理部門による登録抹消証明書或いは照会証明及び追跡記録を提出しなけ

ればならない。但し、破産等の上記事項の発生から 3 年以上経過していること、

または債権投資残高が 3 百万元以下であることを条件としている。 
 
5.3.2 持分投資損失 
 
新弁法が追加した持分投資損失に対する証拠資料の条件は債権投資損失に

対する要求と類似している。第 42 条によると、被投資企業が法律による破産

宣告、休業、解散或いは登録抹消、営業ライセンスの取消、生産経営活動の

停止、失踪等の場合、企業が損失控除するには、資産清算証明書或いは遺産

清算証明書を提出しなければならない。 
 
上記事項の発生から 3 年以上超過しても、被投資企業が未だに清算手続を完

了していない場合、企業は被投資企業の破産、休業、解散または登録抹消、

免許取消等の証明書及び清算できない原因に対する説明書を提出すれば、損

失控除を申告することができる。 
 
また、新弁法は旧弁法の持分投資損失額に対する制限を廃止した。旧弁法の

第 38 条規定によると、企業が持分投資損失を認識する際、責任者、保険によ

る賠償、除却残高または回収可能金額を控除しなければならない。そして、回

収可能金額を投資の帳簿価格の 5％と看做していた。新弁法は上記の回収可

能額についての規定を廃止した。 
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新弁法では関連当事者間取引による資産損失の控除が認められるようになっ

た。但し、控除するには法的資格のある仲介機構が発行した特別報告書を提

出しなければならない。 
 

5.4 その他の資産損失 
 
その他の資産損失は、旧弁法の投資資産損失の一部を再分類したものである。

主に以下のものが含まれる。 
 
・競売、入札、競争性交渉等の市場方式によって、グルーピングされた資産を

販売した際に生じた資産損失 
 
・内部統制制度の不備または業務イノベーション政策の不明確、不整合を原因

とする資産損失 
 
・刑事事件によって生じた資産損失 
 
以上の損失控除に対する証拠資料の要求は旧弁法と同様である。 

 
 

KPMG の所見 
 
新弁法の公布は旧弁法の公布、即ち 2009 年 5 月から 2 年しか経過していな

い。短期間に政策変更した原因の一つは、旧弁法では控除の事前承認が要求

され、地方税務機関は大量な人的資源投入が必要であったからである。 
 
新弁法は資産損失控除のコンプライアンス責任を明確に企業側に帰属させた

ため、地方税務機関はハイリスクの対象企業または領域の調査に資源を集中

できるようになった。企業にとって新弁法の最大のメリットは資産損失控除の簡

素化・迅速化により、より有効的なキャッシュフロー管理が期待できることであ

る。しかし、それと同時に税務機関によって調査されるリスクも増加した。したが

って、損失控除手続が迅速、簡易になったにもかかわらず、企業が健全的な資

産控除に関わる内部承認制度を整備し、税務機関による調査に備えるように、

適切に関連会計、税務資料を準備しなければならない。 
 
規定違反の損失控除による未払いまたは支払い不足の税金に対して、税務機

関はその発生から 3 年以内に追徴することができる点に注意しなければならな

い。そして、関わる税金額が 100,000 人民元を超える場合、追徴期間を 5 年ま

で延長することができる。関連当事者間取引による損失について、税務機関は

10 年間の遡及権利がある。 
 
新弁法の公布により、資産損失の税務処理と会計処理はより密接に関連する

ようになった。実際資産損失、法定資産損失ともに、税務控除に当たっては、

会計上の損失認識が前提とされている。したがって、資産損失控除に際して、

企業内部の税務部門と会計部門の密接な協力が必要である。 
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